
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ● その他

□ 企画 ■ 実施 □ 評価 □ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

社会情勢を踏まえ、テレワーク導入補助金の件数を見直し、求人情報発信補助金に専門家によるコンサルティング支援を追加のうえ交付枠を拡
充するとともに、セミナーメニューの追加を行った。

来年度以降の方
向性

令和７年度の各種支援メニューの活用状況や補助金申請状況等を踏まえ、セミナー内容や補助制度の見直しを行う。

25.80% 29.80% 24.90% 31.50% 33.20% 35.00%

↓

アウトカム
成果指標2

人材を確保できている企業の割合 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

64 104 104 144 - -

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

人口減少という一大局面を迎え、全国と同様に札幌市においても様々な分野で人手不足が加速している状
況にある。引き続き人手不足に対して関係部局と連携し、一体となって取り組んでいく。

アウトプット
活動指標2

働き方改革コンサルティングの実施件数（累計）【単位：件】 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

- - - - - -

↓

アウトカム
成果指標1

テレワークを導入している市内中小企業の割合 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

- - - - - -

人工

指標

アウトプット
活動指標1

テレワーク導入補助件数（単年）【単位：件】 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

1.44 人工

令和7年度予算額 104,000 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量 1.01

正規職員業務量 1.44 人工

令和6年度決算額 86,353 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 1.44 人工

令和6年度予算額 99,000 千円 うち特定財源 0 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

市内中小企業における円滑な人材確保と誰もが活躍できる職場環境づくりの推進を目指す。

他都市の状況

窓口：東京テレワーク推進センター／あいちテレワークサポートセンター
助成金：【東京都】テレワーク促進助成金（助成率１／２、上限額２，５００千円）

市民参加の実施

令和5年度決算額 125,349 千円 うち特定財源 125,349

施策名 働きやすい職場環境が整備されるとともに、多様で柔軟な働き方や

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

札幌市においては、女性の有業率が２０政令市中１８位の５０．２％（Ｒ４就業構造基本調査）と低位にあり、若い世代では全国
平均よりも長時間労働の傾向がある。また、テレワークを導入している市内企業の割合がＨ３０上期調査５．９％からＲ５上期調
査２２．０％と大幅に上昇したものの、全国平均の４９．９％（Ｒ５通信利用動向調査）と比較すると依然として低位にある。
こうしたことから、市内中小企業等向けに相談窓口「札幌市働き方改革・人材確保サポートセンター」を設
置し、テレワーク導入経費の補助を行うほか、人材確保のための求人情報発信に係る経費の補助や業務効率化等を図るため
のセミナー及び出前講座、専門家によるコンサルティング支援を実施し、誰もが活躍できる職場環境づくりや、企業の人材確
保・定着を支援する。

事業内容
（何を実施し）

①テレワーク導入補助金
　テレワークの導入に取り組む市内中小企業等に対し、導入に係る経費（テレワーク機器の購入、就業規則
　の改定費など）の一部を補助
　・通常申請枠　　…　補助率：２／３、上限額：４００千円、交付件数：２０件
　・専門家派遣枠　…　補助率：２／３、上限額：６００千円、交付件数：３５件
②求人情報発信補助金
　人手不足職種を募集する市内中小企業に対し、求人広告媒体への掲載費の一部を補助
　・補助率：１／２、上限額：１５０千円、交付件数：４４件
③「札幌市働き方改革・人材確保サポートセンター」の常設・運営
　働き方改革・人材確保に係る市内中小企業向けの相談窓口を常設し運営
　・働き方改革コンサルティング　…　４０社
　・出前講座　…　１０社
　・セミナー　…　３０回　など
④中長期的な人材確保・育成のための調査及び分析
　効果的な就職支援及び企業への人材供給を図るため、雇用ミスマッチの課題に関する調査及び分析を実施

事業名 テレワーク普及促進費

評価担当課 所   属 経）産業振興部　雇用労働課 電話番号 011-211-2278

事業評価調書

年度 令和6年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 37780


